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第１章 自主防災組織 

 

 

１ 自主防災組織の必要性 

   

大地震や台風等による大規模災害から自分や家族の命を守るためには、さまざ 

まな災害発生に備え、普段から十分な対策を講じておかなくてはなりません。 

しかし、ひとたび大地震や風水害が発生すると、災害の拡大を防ぐためには、 

個人や家族の力だけでは限界があり、危険や困難を伴う場合があることに加え、

大規模災害の発生直後は、行政機関自らも被災し、行える活動には限界があり

ます。 

このような時、普段から顔を合わせている隣近所の人たちが集まって、互い

に協力しながら、防災活動に組織的に取り組むことが必要です。 

災害発生時はもちろん、日ごろから地域の皆さんが一緒になって防災活動に

取り組むための組織、これが「自主防災組織」です。 
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２ 自主防災組織の役割 

自主防災組織は、大規模な災害が発生した際、地域住民が的確に行動し被害

を最小限に止めるため、平常時には地域内の安全点検や住民への防災意識の普

及・啓発、防災訓練の実施など災害に対する備えを行います。 

また、実際に災害が発生した際には、情報を収集して住民に迅速に伝え、初期 

消火活動、被災者の救出・救助、避難誘導、避難所の運営といった活動を行う

など、非常に重要な役割を担っております。 

 ひとたび大規模な災害が発生したときに、被害の拡大を防ぐためには、国や 

都道府県、市町村の対応（公助）だけでは限界があり､早期に実効性のある対策 

をとることが難しい場合も考えられるため、自分の身を自分の努力によって守 

る（自助）とともに、普段から顔を合わせている地域や近隣の人々が集まって 

互いに協力し合いながら、防災活動に組織的に取り組むこと（共助）が必要で 

す。そして「自助」「共助」「公助」が適切に機能することにより、被害の軽 

減を図ることができます。 
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３ 自主防災組織の活動 

（１）平常時の活動 

①平常時の活動 

自主防災組織における日常の活動としては、災害時に効果的な活動がで 

きるよう、訓練、備蓄等の必要な災害への備えを行うこと、そして、地域  

住民が防災に関する正しい知識を共有し、各家庭で災害に備え、自主防災組

織の活動への積極的な参加を促すことが重要です。 

なお、活動の実施にあたっては、「日常の活動がいざというときに役立つ」

という実効性にもとづき、防災をはじめとする地域の安心・安全な暮らしを

守るための活動を、自分たちの日常生活の中にどのように組み込めるのかを

念頭に置きながら活動を計画し、継続的に取り組むことが大切です。 

   また、自主防災組織の新規結成時に規約及び防災計画の提出をいただい 

ていますが、結成から相当な年数が経過し、規約及び防災計画の引継ぎが行

われていない場合や各地区の人口増減により発足当時と状況が異なる場合

もあることから、改めて組織の確認や規約及び防災計画（自主防災組織の編

成表を含む）を確認しておくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

  

避難誘導

情報収集・伝達

救出・救護

避難所の管理・運営

自
主
防
災
組
織
の
活
動

防災訓練

防災活動の普及・啓発

地域内の安全点検

平常時の役割

災害時の役割

初期消火

災害発生
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  ②書類の提出（資料集：P46～P76） 

自主防災組織の新規結成、変更、統合（廃止）があった場合には、該当 

する届出書、規約、防災計画（編成表を含む）を提出してください。 

ただし、規約、防災計画の内容に変更があった場合には、随時提出して 

ください。 

   実績報告書及び年間活動計画書については、毎年提出をお願いします。 

 なお、実績報告書及び年間活動計画書の提出方法、時期等につきまして

は、毎年３月に各自主防災組織の代表者に市から提出をお願いする文書を

送付いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）規約（資料集：P46～P51） 

   自主防災組織の活動を円滑に行うために、組織の位置づけや体系、役割 

分担などを明確にし、記載例を参考に規約を作成してください。 

なお、規約には、組織の目的、事業内容等を明らかにするとともに、役 

員の選任および任務、会議の開催、防災計画の策定等について定め、総会 

等において、住民皆さんの合意を得てください。 

 

  （イ）防災計画（資料集：P52～P67） 

災害発生時、自主防災組織があわてず効果的な防災活動を行うためには、 

あらかじめ防災計画を立てておくことが必要です。策定にあたっては、日  

頃どのような対策を進め、災害時にはどう活動するかなど、記載例を参考 

に防災計画を作成してください。 

   自主防災組織の編成は、基本的に取りまとめの会長、副会長、班長を中

心とした役割別の活動班の構成となります。 

津波、水害、がけ崩れなどの地域の実情を考慮するなど、昼間に災害が発 

  生した場合と夜間に発生した場合とで班編成人員を考えておきましょう。 
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   自主防災組織を結成し、活動を進めていくためには、組織を取りまとめ

る会長を置き、会長のもとに副会長ほか自主防災活動に参加する構成員一

人ひとりの仕事の分担を決め、組織を編成する必要があります。 

編成にあたっては、まず活動班を編成し、活動班ごとにも指揮者（班長）

を定めます。 

班編成も組織の規模や地域の実情によって異なるため、まずは地域に必 

要な最低限の班編成から徐々に編成を充実させることも一つの方法です。 

また、市では構成員の高齢化や人口減少が進行する中で、自主防災組織が

無理なく活動を行い、災害時における「共助」の役割を果たすためには、地

域内で自主的に活動を進めるための防災リーダーの育成が必要であると考

え、防災の基礎知識の技能の取得を目的とした「防災士」の資格取得者の養

成を行っています。最終的には、各自主防災組織に１～２名の有資格者を配

置することができるよう進めていることから、この「防災士」を活用してい

くことも検討してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）実績報告書及び年間活動計画書(資料集：P68～P71) 

   自主防災組織の毎年度の活動を点検し、次年度の取り組みに活かしてい

ただくことを目的とし、記載例を参考に年間の実績報告書及び年間の活動

計画書を作成してください。 

市では、提出いただいた実績報告書及び年間活動計画書を取りまとめ、今

後の自主防災組織の活動の現状を把握し、支援のための検討をする資料とし

て活用していきます。 

 

  

編成班名

全体調整 全体調整

他機関との連絡調整 他機関との連絡調整

避難行動要支援者の把握 被害・避難状況の全体把握

情報の収集・伝達 状況把握

広報活動 報告活動

器具点検

防火広報

負傷者等の救出

救護活動

避難誘導班 → 避難路（所）・標識点検 住民の避難誘導活動

水、食糧等の配分

炊き出し等の給食・給水活動

二次災害軽減のための広報

防犯巡回活動
防犯・安全点検班 → 危険個所等の巡回・点検

器具の点検給食給水班 →

救出救護班

消火班

情報班

会長及び副会長

→

→

初期消火活動

→

→

日常の役割 災害時の役割

資機材調達・整備
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  （エ）防災資機材一覧表(資料集：P72～P73) 

市では自主防災組織の結成時に資機材等の購入補助を行っていますが、 

引継ぎが行われていないケースもあることから、記載例を参考に防災資機材

一覧表を作成してください。 

なお、資機材等は日頃から定期的に点検・整備し、有事に備えておくこと

が必要です。 

   防災資機材としては、以下のようなものが考えられますが、地域の実情 

に応じ必要なものを選択しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

情報収集・伝達用ハンドマイク、携帯用無線機、携帯用ラジオ

初期消火用
消火器、水バケツ、砂袋、街頭用消火器、可搬式小型動力
ポンプ、ヘルメット、とび口

水防用
防雨シート、シャベル、ツルハシ、スコップ、ロープ、
かけや、くい、土のう袋

救出用
バール、はしご、のこぎり、スコップ、なた、ジャッキ、
ペンチ、ハンマー、ロープ、チェーンソー、エンジンカッター、
チェンブロック、ヘルメット

救護用 担架、救急セット、テント、毛布、シート、簡易トイレ

避難用 強力ライト、標旗、ロープ、ハンドマイク、警笛

給食・給水用 炊飯装置、鍋、コンロ、給水タンク、ガスボンベ

訓練用 模擬消火訓練装置、訓練用消火器、視聴覚機器（DVD等映像機器）

その他
簡易収納庫、防災倉庫、リヤカー、ビニールシート、発電機、
携帯電話用充電器
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③避難行動要支援者制度 

   避難行動要支援者とは、災害時に必要な情報を把握したり、独力で安全

な場所に避難することが難しい人たちをいいます。 

 

  【避難行動要支援者名簿に登録する対象者】 

   次のいずれかに該当する者のうち、施設入所者等を除いた在宅者を対象

とします。 

   ・要介護認定３～５を受けている者 

   ・身体障碍者手帳１～２級を所持する者 

   ・知的障害者で療育手帳Ａを所持する者 

   ・精神障害者保健福祉手帳１級を所持する者 

   ・特定疾患医療受給者証を所持する者のうち重症認定を受けている者 

   ・その他市長が必要と認める者 

 

  【避難支援等関係者への情報提供】 

   要支援者名簿情報の提供は、第三者への個人情報提供について、同意を

得られた方の情報のみを次の避難支援等関係者に対して行います。 

 ・自主防災組織または行政区長 

・いわき市消防団 

 ・民生・児童委員 

 ・地域包括支援センター 

・社会福祉協議会 

・警察機関 

 

●隣近所での助け合い 

   災害時に隣近所で声を掛け合えるよう、日頃から近所の交流の深めてお 

きましょう。災害時に助けを必要とする人には、隣近所同士で助け合って対 

応することができる「コミュニティづくり」を進めましょう。 

 

   ●災害時の支援体制 

  一人の避難行動要支援者に複数人で協力するなど、避難行動要支援者を 

 支援できる体制を自主防災組織の中でつくっておきましょう。地域の福祉 

関関係者などと支援の方法を協議し、連携を図ることが大切です。なお、 

社会福祉法人いわき市社会福祉協議会では、「避難行動要支援者マップ作 

成事業」を実施しており、避難行動要支援者への支援体制の構築について 

支援を行っています。 

 

   ●自主防災組織としての取り組み 

   支援や対応を考えるためには、避難行動要支援者のハンディキャップの 

内容や災害時における大変さを周囲が理解しておく必要があります。日頃 
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から、広く住民に協力を呼びかけ、地域全体で理解の促進を図ることが大 

切です。 

 避難行動要支援者への支援は、災害発生時だけを考えればよい問題では 

ありません。支援を必要とする避難行動要支援者が、どのような支援を求 

めているか、その内容は一人ひとり異なります。周辺の活用可能な社会資源、

避難方法、地域との関わり、日常の行動パターン等について、日常のコミュ

ニケーションを通じて個別の状況を確認しておく必要があります。 

 

④地区防災計画の作成 

   地区防災計画は、地区居住者等により自発的に行われる防災活動に関す

る計画であり、地区居住者等が活動する地域コミュニティが主体となった

いわゆるボトムアップ型の計画です。地区防災計画の特徴は、地区の特性

をよく知っている地区居住者等自身が、計画の作成に参加することによっ

て、地区の実情に即した域密着型計画を作成することが可能になり、地域

防災力の底上げを効果的に図ることにつながることがあげられます。 

また、各地区の特性や想定される災害等に応じて、多様な形態をとるこ

とができように設計することができます。 

なお、単に地区防災計画を作成するだけでなく、日頃から地区居住者等

が力を合わせて計画に基づく防災活動を実践するとともに、定期的に評価

や見直しを行いつつ、防災活動を継続することが重要です。 
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⑤地区防災マップの作成 

   地域内の危険地域や防災施設などを把握したら、その状況を盛り込んだ

防災マップを作成します。地区防災マップは、その地域の土砂災害などの

危険地域、危険な施設・設備、幹線道路、自主防災組織本部、避難所等の

各種防災上必要な施設・設備を記入したもので、地域の防災上の課題を把

握するのに役立ちます。 

   市では、住民自らが地域の災害リスクや避難方法を再確認するとともに、

マップの作成を通じ、地域内での役割や協力体制を構築しながら、地域コ

ミュニティの維持・活性化を図り、「共助力」の強化につながる地域の取組

みを支援しています。 

 

【作成イメージ】 
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⑥防災訓練の実施 

  （ア）防災訓練の目的 

   いつ災害が発生しても対応できるようにするためには、個人として災害

時にとるべき行動を考え、実行してみるとともに、自主防災組織として平

素から防災訓練を行い、防災活動に必要な知識・技術を習得しておく必要

があります。また、防災訓練を通じて、日頃の活動や計画に生かせる反省

点・教訓等を得ることも訓練の目的の一つです。 

 

  （イ）訓練の成果をあげるために 

   防災訓練における成果は、第１に「災害発生時に役立つか」であり、第

２に「防災知識が身につくか」の２つに大別されます。訓練をしても、発

生した災害に適応できなかったり、訓練そのものの内容的な問題で、住民

の中に防災知識が根付かなければ、便宜上行っているだけになります。訓

練の成果を上げるためには、以下のポイントを検討し、実施しましょう。 

 

   （ⅰ）関係機関との調整 

    訓練の実施計画ができたら、早い段階で消防署に内容を検討してもら

い、協力を依頼します。 

消火訓練や救出救助訓練などは危険を伴いますので、消防署との入念 

な打ち合わせが不可欠となります。また、訓練予定日の直前に再度確認 

をしておくことが重要です。 

 

   （ⅱ）地域の特性に応じた訓練の実施 

    土砂災害等の危険地域か、住宅密集地で延焼火災の危険地域かなど、

その地域の特性を考えた訓練を実施しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅲ）訓練参加の呼びかけ 

    より多くの人に参加してもらうことができるよう、訓練日時は、回覧

板、チラシなどを利用して、訓練の実施を地区の住民に周知しましょう。 
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   （ⅳ）興味をもって参加、楽しめる訓練の計画 

    防災訓練の内容がいつも同じでは、参加者は減少します。防災訓練に

参加するということは、自主防災組織の活動を理解してもらうとともに、

各種資機材の操作方法を認識してもらう良い機会です。防災訓練の中に

イベント的な事柄を取り入れるなど、少しでも参加しやすくなるような

工夫をしましょう。 

 

  （ウ）事故防止 

   訓練中の事故を防ぐため、以下の点に注意してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （エ）各種訓練 

   市では、自主防災組織が行う防災訓練の指導など、各組織が取り組む地

域防災力の強化を目的とした活動に対し、積極的に支援を行います。 

   また、防災知識の普及・啓発、訓練や災害時に役立つ情報を動画で紹介

していますので、是非、ご活用ください。 

 

   【いわき市防災講座（YouTube）】 
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【訓練項目】 

＜いわき市消防本部で行っている訓練メニュー＞ 

 

 

 そのほか、市民の皆様の自発的な生涯学習活動を支援するため、市役所がか

かわっている仕事を学習メニューとして取りそろえた「いわき市役所出前講座」

を行っています。 

「もしもに備える」講座として、地域の防災力を高めたり、大雨に対して備

えたりすることを目的として講座を行っていますので、ぜひご活用ください。 

 

 【自主防災組織の訓練に関するお問い合わせ先】 

 いわき市消防本部警防課    24-3943 

 【いわき市役所出前講座に関するお問い合わせ先】 

 いわき市教育委員会生涯学習課 22-7556 

  

項目 内容

1 災害図上訓練
災害図上訓練DIG（Disaster Imagination Game）を行い、地図を使っ
て、地域の自然条件や、道路、鉄道などの町の構造、防災上の資源な
どを整理し、視覚的に地域の防災力を知る力を養います。

2 各種講話
火災や自然災害など各種災害に関すること、誤嚥防止や熱中症の予防
などの事故防止に関することについて講話などを行います。

3 初期消火訓練
消火用バケツや消火器等を使用して、火災の初期消火技術を習得する
訓練を行います。

4 救急講習
心肺蘇生法、止血法、包帯法及び搬送法など、負傷者の応急手当の方
法や安全な場所への搬送方法等について習得する訓練を行います。

5 通報訓練
火災や救急に関して、正確かつ迅速に消防へ通報する訓練を行いま
す。

6 情報伝達訓練

地域住民の安否、地域内の被災状況、災害危険箇所の状況等を調査
し、情報を正確かつ迅速に収集し、自主防災組織本部や市災害対策本
部へ報告するとともに、防災関係機関の指示等を正確かつ迅速に地域
内の住民に伝達する訓練を行います。

7 避難訓練
各個人が避難時の携行品や服装等を整えて、屋外へ避難する訓練。ま
た、自主防災組織としては、防災計画に定める避難場所まで迅速かつ
安全に避難する訓練を行います。
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⑦家庭内対策の促進 

  （ア）家屋の耐震診断と補強 

   木造住宅の耐震に関する点検方法や補強方法の概要などについては、市 

住まい政策課住宅計画係（22-1178）へお問い合わせください。 

 木造以外の建物については、専門家に依頼するようにしましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

また、門柱やブロック塀は、見かけはしっかりしていても、基礎の根入 

れが無かったり、鉄筋が入っていないなど安全でないものがあります。外 

のブロック塀や塀の上の固定していないプランター等のある家には点検・ 

改善を呼びかけてください。 

 

 

 

 

 

 

＜市の支援事業＞ 

・ ブロック塀等撤去支援事業 建築指導課 22-7516 

＜相談窓口＞ 

・ 福島県建築士会いわき支部 22-4433 

・ 一般社団法人福島県建築士事務所協会いわき支部（有限会社酒井晃建 

築設計事務所） 28-2002 

 

（イ）家具等の転倒・落下防止 

 家具の転倒による被害を防ぐため、タンス、食器棚などの家具は、動か 

ないようあらかじめ固定しておきましょう。 

 また、倒れた家具は外へ逃げる際の障害にもなりますので、避難経路沿い 

には、なるべく物を置かないように心がけましょう。 
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（ウ）家族内の役割分担 

   家族みんなの防災意識を高め、各人の役割分担や連絡方法を確認するた 

め、月に一度は防災に関する家族会議をひらきましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）食料・飲料水の備蓄 

   大災害が発生した場合、道路や水道施設が損壊して使用できなくなるこ

とが考えられます。また、行政による救援活動もすぐには行われません。  

各家庭においては、ローリングストック法（食べながら更新する方法）の

活用などにより、家族の７日分の食料や３日分の飲料水（１人あたり１日３

ℓを目安）の備蓄に努めましょう。乳幼児の粉ミルクやおむつ、生理用品、

食物アレルギー対応食など個別の症状等に応じて特別の配慮が必要な者に

係る食料等については、発災直後は入手しづらい状況となることから、平常

時から７日分以上の分量を自ら確保するように努めましょう。 

また、地震発生後には断水となる可能性があるので、水汲み用ポリタンク

等を用意しておきましょう。 

 

・食料はできるだけ火を通さず食べられるもの７日分 

・飲料水は、１人１日３リットルを３日分 
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  （オ）非常持出品の準備 

   避難時にすぐに取り出せる場所に保管し、家族の人数に合わせて用意し 

てください。当面暮らせるだけの食料・飲料水・日用品・貴重品等を準備し

ておきましょう。 

 また、感染症対策として、マスクやアルコール消毒液、自身の健康状態を

確認できるように体温計など可能な限り必要なものを準備しましょう。 
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（２）災害時の活動 

①地震時の活動 

 災害時の活動は、災害発生からの時間の推移により変化するため、時期に 

応じた的確な活動が求められます。 

自主防災組織は初動対応以降も復旧・復興に向けて、他団体と連携しな 

がら、継続的な活動が求められます。また災害時の活動においては、自身 

及び家族の安全確保を前提として行われます。 

 

 【時系列による地震災害時の活動】 

 

 

  

○ 防災知識の普及

○ 防災訓練の実施

○ 資機材等の整備

○ 災害危険個所、避難行動要支援者の把握等

○ 自身と家族の安全確保

○ 近隣での助け合い

○ （出火防止、初期消火、救助等）

○ 津波からの迅速な避難誘導

○ 安否や被害についての情報収集

○ 初期消火活動

○ 救出活動

○ 負傷者の手当・搬送

○ 住民の避難誘導活動

○ 避難行動要支援者の避難支援

○ 避難所運営

○ 自治体及び関係機関の情報伝達

○ 他団体等への協力要請

○ 物資配分、物資需要の把握

○ 炊き出し等の給食・給水活動

○ 防疫対策、し尿処理

○ 避難中の自警（防犯）活動

○ 避難行動要支援者への配慮

○ ボランティア活動のニーズの把握

～ 災害発生から数日間 ～

～ 災害発生直後 ～

地域で救護活動にあたる人も含

めて、大部分の人が被災者であ

り、生命の危機・生活環境等の

破壊に対し、自助と地域住民の

共助が中心となる。

行政や公的機関による緊急対応

や地域住民と自主防災組織とし

ては、初動対応となる消火、避

難、救出・救護、給食・給水等

を実施する時期となる。また、

外部から様々な支援活動、人材、

支援物資が入ってくる時期でも

ある。

（地域性や災害の規模によって外

部からの支援時期は異なる。）

災害時の状況 自主防災組織に期待される活動・役割

発

生

前

発

生

直

後

数

時

間

後

数

日

後



- 18 - 

 

（ア）情報の収集及び伝達 

   地域内の被害状況（死傷者や建物、道路等の破損状況等）や火災発生の 

状況を迅速にとりまとめ、市の災害対策各地区本部に報告するようにしまし 

ょう。 

 

  ・情報収集を迅速に行うため、事前に調査区域 

  を分けて担当者を決め、地域内の被害状況等、 

  必要な情報を収集します。 

 

  ・被害報告を受けた情報班長は、被害状況を会 

  長に報告して組織内に周知するとともに、市災 

害対策本部などの防災関係機関に報告します。 

「被害なし」という報告も災害の全体像をつか 

むための重要な被害情報となりますので忘れず 

に報告するようにしてください。 

 

・防災メールやテレビ、ラジオで正確な情報を 

確認し、地域内の各家庭に伝えて混乱が起こら 

ないようにしましょう。 

 

 

 

【市・消防機関が必要とする情報】 

・人的被害 

死者、行方不明者、負傷者（重傷者・軽傷者） 

・住家被害 

全壊、大規模半壊、半壊、一部破損、床上・床下浸水 

・公共施設の被害 

・公共土木施設の被害 

道路、橋梁、河川 など 

・ライフライン被害 

水道施設、交通施設、ガス施設、下水道施設 など 

・火災 

・田畑の被害 

・その他の被害 

がけ崩れ、地すべり など 

 

  

地震発生

情報班による

情報収集活動

とりまとめ

市災害対策本部

への連絡
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（イ）被災者の救出活動 

   大地震発生時には家屋の倒壊などにより、多数の建物等の下敷きになる

者が発生することが予想されます。しかし、消防等の防災関係機関だけで

は十分な対応ができません。土砂崩れなどの２次災害に注意しながら、地

域の自主防災組織が協力して救出・救助にあたりましょう。 

 

（ⅰ）自分の安全を確認したら、隣人の救出 

     ・負傷者等の居場所の情報を集める。大き 

な声で叫び反応を見る。 

     ・居場所がわかったら救出のための人を集 

める。 

     （負傷者が見える場合は 5～10人、見えな 

い場合は 20人位。） 

     ・ノコギリ、ハンマー、バール、ジャッキ、 

ロープなどの資機材で救出。 

 

（ⅱ）自主防災組織による救出 

  ・大規模な救出作業が必要な場合は、チェン 

ソーやエンジンカッターなどを利用した救出。 

     ・被災者の位置、人数などを的確に把握して 

     おくこと。 

 

 

 

 

 

 

 

  

家屋の倒壊

生き埋め者発生

近隣住民による

救出活動

救出・救護班

による救出活動

消防署等による

救出活動
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  （ウ）消火活動 

   地震による火災発生を防ぐためには、各家庭における出火防止対策が一

番大切ですが、いざ火災が発生したら地域の自主防災組織が協力して初期

消火活動にあたるようにしましょう。ただし、地域で行う初期消火活動は

あくまで火災の延焼を防止することが目的ですので、決して無理はしない

ように注意してください。消防団員や消防署員が到着したらその指示に従

うようにしましょう。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）救護活動 

   大規模な地震が発生すると、多数の負傷者が出るため、すぐに医療機関

による治療が受けられるとは限りません。負傷者を発見した場合は、まず

応急手当を行い、重傷患者や中等傷患者を優先して、病院や救護所に搬送

するようにしてください。 

 

 

 

 

 

 

  

地震発生

出火

避難

火災発生

延焼拡大

揺れが収まってから、素早く火の始末をする。

消火器、風呂水などを使って自ら消火活動。

消火班を中心に、可搬ポンプ、バケツリレーなどに

よる初期消火活動。消防署員が消火を開始したら指

示に従う。

消防署員による消火活動。

避難誘導班の指示に従って避難を開始する。

通電火災を防止するため、ブレーカーを落として避難
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  （オ）避難行動 

災害時における避難行動において、自主防災組織が行うべき役割は、避 

難誘導、避難所の開設・運営等の大きく２つに分けられます。 

   自主防災組織（避難誘導班）が中心となって迅速な避難誘導を行ってく 

ださい。そのためには、事前に防災関係機関とも十分に協議した避難計画 

を関係住民に周知徹底しておく必要があります。また、避難所に至るまで 

の避難経路については、防災マップ等を通じてあらかじめ確認しておくこ 

とが大切です。 

被害の状況や災害が発生した時期や時間帯、火災発生時の風向き等によ 

って、また、水害時には被害の発生した地域によって、安全な避難経路や 

開設される避難所が異なるため、正確な情報把握に努める必要があります。 

 また、水害時には、浸水等により周辺の衛生状態が著しく悪化するおそ 

れや、地階や低層階に保管されている備蓄物資等が使用できなくなるおそ 

れがあることなどに留意しましょう。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（カ）避難所運営 

避難生活は災害による精神的な不安や日常生活の不便、不自由な共同生 

活などから暗いイメージとなりがちです。 

 自主防災組織を中心に、避難住民がお互いに助け合い協力して秩序ある 

避難生活が営まれるように努めてください。特に高齢者や障がい者、乳幼 

児等へのあたたかい配慮が必要です。 

また、避難所の運営を進めるにあたっては、多様な主体が責任者として 

加わり、様々なニーズに関する意見を反映させることが重要であるととも 

に、個々の事情により在宅にて避難生活を送ることを余儀なくされた人た 

ちも支援の対象とすることが必要です。 
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  ②風水害時の活動 

   地震災害時の活動と同様に、風水害時においても時期に応じた的確な活

動が求められますが、突然襲ってくる地震とは異なり、風水害はその発生

までにある程度の時間があるため、早期に情報伝達や避難といった行動を

とることによって、大規模な被害を抑えることが可能です。 

 

 【風水害時の主な活動】 

 
 

（ア）情報の収集及び伝達 

風水害では、被害の及ぶ切迫性が現れてから、いかにすばやく避難を 

開始できるかがカギとなるため、正確な情報収集・伝達が重要となります。 

なお、風水害時に伝達される災害情報については、以下のとおりです。 

 

○ 気象庁・気象台が発表する情報 

気象注意報（大雨や洪水、強風、雷、高潮等） 

気象警報（大雨や洪水、暴風、高潮等） 

気象特別警報（警報の発表基準をはるかに超える現象に対して発表） 

台風情報 

土砂災害警戒情報 等 

そのほか河川管理者などからの情報にも注意する必要があります。 

○ 避難に関する情報 

高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保 

  

※ 早期の情報伝達・事前行動が必要

※

○ 防災知識の普及

○ 防災訓練の実施

○ 資機材等の整備

○ 災害危険個所、避難行動要支援者の把握等

※ 被害を抑えるための行動と避難所運営

○ 水防活動

○ 安否や被害についての情報収集

○ 救出活動

○ 負傷者の手当・搬送

○ 避難所運営

土砂災害の前兆現象などに注意し、異常が
あれば自主避難するとともに、市町村に通
報する

災害時の状況

災

害

発

生

前

災

害

発

生

直

後

ラジオ・テレビなどからの気象

情報に注意し、自治体から発令

される避難に関する情報に備え

て行動する。

また、地域の災害状況（水位、

土砂災害の前兆現象）に注意す

る。

早期に避難を完了し、避難所等

での安否確認等を実施する時期

である。

また、状況に応じて、水防活動、

救出・救護を実施する。

自主防災組織に期待される活動・役割
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特に、風水害時の高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保の情報は、

防災行政無線や広報車の音が雨音でかき消されるなどして住民に伝わ

らない場合もあります。そのため、自主防災組織が早目にこうした情報

を住民に伝える必要があります。 

 

  【高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保について】 

   内閣府では、「令和元年台風第 19号等による災害からの避難に関するワ

ーキンググループ」からの提言及び「令和元年台風第 19号等を踏まえた避

難情報及び広域避難等に関するサブワーキンググループ」からの提言を受

け、これまでの「避難勧告等に関するガイドライン」の名称を含め改定し、

「避難情報に関するガイドライン」としました。 

この「避難情報に関するガイドライン」では、これまでの「災害発生情報」

「避難指示（緊急）」「避難勧告」「避難準備・高齢者等避難開始」が、「緊急

安全確保」「避難指示」「高齢者等避難」に変更となりました。特に、警戒レ

ベル４の「避難指示（緊急）」と「避難勧告」が、「避難指示」に統合され、

わかりやすくなったところがポイントとなっています。 

 

 

 

  

警戒レベル とるべき行動

警戒レベル４

高齢者等避難

警戒レベル３

警戒レベル１
最新の情報に注意し、災害への心構えを高めま
しょう。

緊急安全確保
警戒レベル５

・すでに安全な避難ができず危険な状況
・災害が発生・切迫しています。
・ただちに命を守る行動

⇒屋内などの２階以上の高いところへ（垂直避
難）
⇒危険な場所から離れて（水平避難）

・災害のおそれが高い状態です。
・危険な場所から全員避難しましょう。

⇒危険な場所から離れて（水平避難）
⇒安全が確保できる親戚宅・知人宅や避難所へ
移動しましょう。

・災害のおそれがあります。
・避難に時間のかかる人、高齢者や障がいのあ
る人は、危険な場所から避難

⇒危険な場所から離れて（水平避難）
⇒安全が確保できる親戚宅・知人宅や避難所へ
移動しましょう。

警戒レベル２
避難に備え、ハザードマップ等により、自らの
避難行動を確認しましょう。

避難指示
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  【避難行動判定フロー】 

台風・豪雨時に備えてハザードマップと一緒に「避難行動判定フロー」 

を確認しましょう。 

「自らの命は自らが守る」意識を持ち、自宅の災害リスクと取るべき行 

動を確認しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「避難」とは「難」を「避」けることです。 

 災害時において、安全な場所にいる人まで避難所に行く必要はありません。 

 避難所での感染症等に罹患する可能性が高まる場合もありますので、安全な 

親戚・知人宅に避難することも考えてみましょう。 

  

ポイント 
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  ③市の避難指示等の判断基準及び対象区域 

   市では、災害時に住民に対し的確に避難指示等を発令するため、あらか 

じめ災害種別ごとに避難が必要な区域や避難指示等の具体的な判断基準に 

ついて定めていますが、内閣府が令和３年５月に「避難情報に関するガイ 

ドライン」を示したことを踏まえ、「土砂災害」に係る避難指示等の判断 

基準に警戒レベルを見直しました。 

 

  【津波災害】 

   気象庁から大津波警報・津波警報が発表されると、いわき市沿岸部全域

に「避難指示」を発令します。ただちに最寄りの津波避難場所や高台など

安全な場所へ避難し、大津波警報等が解除されるまで沿岸部に近付かない

でください。 

   また、津波注意報が発表されると、海岸堤防等より海側の地域（海岸・

港湾等）に「避難指示」を発令します。ただちに海岸から離れるとともに、

注意報が解除されるまで海岸に近付かないでください。 

大津波警報・津波警報が発表されると防災行政無線からサイレン吹鳴及 

び肉声による広報を、津波注意報が発表されると肉声による広報を行いま 

す。ただちに最寄りの津波避難場所や高台など安全な場所へ避難し、大津 

波警報等が解除されるまで沿岸部に近付かないでください。   
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（ア）原則徒歩による避難 

市では平成 29 年８月に策定した「津波災害時における自動車による避難 

ガイドライン」に基づき、津波避難場所等から半径 500ｍ範囲内の方の避難 

方法を原則徒歩としました。 

ただし、最寄りの津波避難場所や高台まで相当な距離がある場合、また、 

避難行動要支援者等徒歩での避難が困難な場合など、やむを得ず自動車に 

より避難する場合は、徒歩による避難行動を妨げることのないよう、津波 

浸水想定区域より内陸部へ移動してください。 

 

 （イ）自動車による避難 

  やむを得ず自動車による避難をする場合は、最寄り（500ｍ範囲内）の津 

波避難場所や避難所を目指すのではなく、津波浸水想定区域外に避難する 

こととし、また、避難行動要支援者等を同乗させ最小の台数で避難できる 

よう、日頃から地域内において協議しておきましょう。また、自動車避難訓 

練などの機会を利用し、実際に避難行動を体験してみてください。 

 

  【河川氾濫】 

   河川の水位がある一定を超えることが予見される場合、又は超えた場合 

等に避難指示等を発令します。浸水するおそれがある場所に居るときは、 

できるだけ河川から離れた道路、冠水のおそれのない道路を選ぶようにし 

て速やかに避難しましょう。自宅等の外に避難することが危険な場合は、 

建物の高い場所に避難しましょう。 

 

○河川氾濫における避難指示等発令基準  
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  ○二級河川における各水位観測所の設定水位一覧 

 

 

 

  

№ 河川名
量水標の
名称

量水標の位置
消防団

待機水位
氾濫注意
水位

堤防高

1 大久川 大久雨量水位 大久町大久字滝尻 1.20 1.50 2.00 ※1 2.30 ※1 2.62

2 下神谷水位 平下神谷字亀下 4.20 4.60 5.50 ※1 6.00 ※1 6.80

3 須賀橋水位 四倉町細谷字堀込 3.60 4.10 4.40 ※1 4.90 ※1 5.70

4 戸田水位 四倉町戸田字北高柳 2.10 2.60 3.02 3.21 4.34

5 小川水位 小川町上小川字彦太郎5-6 2.00 2.40 3.00 3.75 5.20

6 鎌田水位 平字鎌田17 3.70 4.50 6.35 8.70

7 中神谷水位 平中神谷字南前河原 3.80 5.10 6.90 ※1 7.40 ※1 8.69

8-1 好間水位 好間町上好間字大堰 2.00 2.20 2.58 ※3 3.53 ※3 2.98

8-2 〃 〃 2.00 2.20 3.35 ※3 3.53 ※3 5.06

9 内郷水位 内郷白水町蛭内73-1 2.00 2.50 2.70 ※1 3.20 ※1 4.02

10 梅本水位 平字梅本 2.50 3.30 4.58 5.01 6.19

11 滑津川 上高久水位 平上高久字五反田 1.40 2.00 3.00 ※1 3.50 ※1 4.15

12 矢田川 鹿島水位 小名浜林城字塚前 2.10 2.80 4.50 ※1 5.00 ※1 5.83

13 下船尾水位 常磐西郷町落合 2.50 2.70 3.01 3.46 5.48

14 南富岡水位 小名浜南富岡字中前 2.70 3.10 3.24 3.44 5.77

15 釜戸川 田部水位 渡辺町田部字六反田 2.90 3.30 4.60 ※1 5.10 ※1 5.70

16 鮫川 松原水位 仁井田町松原 3.50 4.70 4.70 5.30 7.00

17 蛭田川 窪田水位 勿来町窪田十条 2.20 2.50 3.07 3.31 5.05

※1　避難判断水位、氾濫危険水位が未設定の河川については、市が独自に暫定水位を設定し運用する。

※2　夏井川本川の鎌田水位については、福島県が氾濫危険水位を7.35ｍから7.00ｍに変更したが、同水系
　 の支川の見直しが未実施であることから、従前の水位設定である7.35ｍを氾濫危険水位として暫定的に
　 運用する。

※3　【好間川8-1】の避難情報発令区間は、区間最小点を考慮し【JR磐東線～国道399号】の区間とする。
　 なお、一部区間は堤防高2.95を超えると越水することから、地区水防部が避難勧告の対応において、広
　 報等の避難活動を行うものとする。
　 　【好間川8-2】の避難情報発令区間は、【上記以外】の区間とする。

夏井川

好間川

新川

藤原川

避難判断
水位

氾濫危険
水位

7.00(7.35)※2

仁井田川
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  【土砂災害】 

   土砂災害警戒情報は、過去に発生した土砂災害をくまなく調査した上で、 

「この基準を超えると、過去の重大な土砂災害の発生時に匹敵する極めて 

危険な状況となり、この段階では命に危険が及ぶような土砂災害がすでに 

発生していてもおかしくない」という基準を設定し、避難にかかる時間を 

考慮して２時間先までに基準に到達すると予測されたときに速やかに発表 

されます。また、警戒情報が発表されていない場合であっても、周囲の状 

況や雨の降り方にも留意し、危険を感じたら躊躇することなく自主避難を 

してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

警戒
レベル

類型 いわき市の避難判断基準

１　土砂災害が発生した場合

２　山鳴り、流木の流出の発生が確認された場合

１　土砂災害警戒情報が発表され、さらなる降雨の継続により土砂災害発生の危険性
　が高まった場合

２　土砂災害の前兆現象（湧き水・地下水の濁り、渓流の水量の変化等）が発見され
　た場合

３　大雨特別警報（土砂災害）が発表された場合

４　災害が発生するおそれが極めて高い状況等において、緊急又は重ねて避難を促す
　場合

５　避難指示による立退き避難が十分でなく、再度、立退き避難を居住者等に促す
　必要がある場合

１　大雨警報（土砂災害）が発表されている状況で、さらなる降雨の継続により土砂
　災害発生の危険度が高まると予測される場合

２　数時間後に避難経路等の事前通行規制等の基準値に達することが予測され、当該
　地区において孤立世帯が発生することが想定される場合

３　強い降雨を伴う台風等が夜間から明け方に接近・通過することが予想される場合

高齢者等避難3

4

5 緊急安全確保

避難指示
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（３）防災情報等の活用 

  ①いわき市防災メール配信サービス 

   市民への適正な情報伝達のため、配信登録した市民を対象とし、本市か

ら防災情報をはじめ各種情報のメール配信を行っています。例えば、市外

に在住のご家族や親戚にもこの防災メールに登録をしていただき、災害発

生の恐れがある場合には、電話等で避難を呼びかけていただくことも１つ

の方法です。 
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②エリアメール（緊急速報メール） 

 指定された配信エリア（具体的には市区町村単位）の携帯電話に対し、 

短時間で緊急地震速報や災害情報を配信します。 

 携帯電話をお持ちの方は、気象庁が配信する「緊急地震速報」など、ま 

た、各省庁・地方公共団体が配信する「災害・避難情報」（Jアラートにて 

配信される国民保護情報等）などを、回線混雑の影響を受けずに受信する 

ことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③防災ラジオ 

 防災ラジオは、市から発信する避難情報などの緊急情報を受信すると自 

動的に「ＦＭいわき」に切り替わり、緊急情報が放送されます。 

 緊急情報は、自動的にラジオ本体に録音され、本体の「録音再生」ボタ 

ンを押すことにより、聞き直すことができます。 

 また、緊急情報を受信したときは、ラジオ本体の照明が点灯しますので、 

視覚でも確認できます。 

 

 

 

  

・緊急地震速報

・津波警報 メッセージの

・気象に関する特別警報 配信処理を実施 メッセージを受信

など

・指定河川洪水予報

・国民保護情報（Jアラート発信）

※弾道ミサイル情報など

など

・避難準備・高齢者等避難開始

・避難指示（緊急）

など

情
報
の
配
信

携帯電話
各社

携帯電話の
所持者

メッセージ配信の流れ

気象庁

各省庁

市区町村

＜貸与条件＞ 
・避難行動要支援者名簿への情報提供に同意されている方であり、要介
護認定３～５を受けている方がお住いの世帯 
・自宅にインターネット環境が整っていないなど、市からの防災情報を
市ホームページ等から取得が難しい市内在住の 65歳以上の方 
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④Yahoo！防災速報アプリ 

 災害協定を締結しているヤフー株式会社の協力により、平成 29年 3月 29

日から、スマートフォン用アプリ【Yahoo!防災速報】を活用して、市内の地

震・津波・台風・豪雨・洪水・暴風その他災害に備え、災害から命を守るた

めに必要な情報を発信しています。 

 スマートフォンをお持ちの方は、ダウンロードいただき、ご活用ください。 

Yahoo!防災速報アプリはさまざまな防災情報を迅速にプッシュ通知でき

るため、早め早めの行動判断をサポートします。 

アプリは以下の QRコードからダウンロードすることができます。 

 

 

 

 

 

⑤テレビのデータ放送 

   河川の水位や雨量、また、市が発信する避難情報や避難所の開設状況な

どの情報をテレビからも取得できます。 

   ＮＨＫ総合テレビにチャンネルを合わせて、リモコンのｄボタンを押し、

赤色の「気象情報」を選択することで、災害に関する情報を取得できます。 
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⑥防災に関するホームページ 

   インターネットを活用して、過去の災害の被害状況を調べたり、防災に

関する知識を得たりすることもできます。普段から防災に関するホームペ

ージを見て、防災知識を習得しておきましょう。 

   なお、いわき市では、市公式 YouTube に「防災動画」を掲載し、防災意

識の普及・啓発に努めるとともに、地域の災害対応能力の向上のために必

要な情報を発信しています。※ 防災講座については、11ページを参照 

 

●いわき市ホームページ 

  http://www.city.iwaki.fukushima.jp/ 

●福島県ホームページ 

  https://www.pref.fukushima.lg.jp/ 

●内閣府防災情報 

  http://www.bousai.go.jp/ 

  ●気象庁ホームページ 

  http://www.jma.go.jp/jma/index.html 

  ●福島地方気象台ホームページ 

  http://www.jma-net.go.jp/fukushima/index.html 

  ●川の防災情報（国土交通省） 

  http://www.river.go.jp/ 

  ●福島県河川流域総合情報システム 

  http://kaseninf.pref.fukushima.jp/gis/  

http://www.city.iwaki.fukushima.jp/
https://www.pref.fukushima.lg.jp/
http://www.bousai.go.jp/
http://www.jma.go.jp/jma/index.html
http://www.jma-net.go.jp/fukushima/index.html
http://www.river.go.jp/
http://kaseninf.pref.fukushima.jp/gis/
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⑦災害用伝言ダイヤル（171） 

   災害用伝言ダイヤルは、災害時に被災地への通信が増加し、つながりに

くい状況になった場合に提供が開始される「声の伝言板」です。「171」を

ダイヤルすると、伝言の録音・再生をすることができ、伝言を録音できる

時間は、１伝言あたり 30秒以内です。 

 なお、災害用伝言ダイヤルは、毎月１日、15 日、正月三が日（１月１日

から１月３日）、防災週間（８月 30日から９月５日）、防災とボランティア

週間（１月 15日から１月 21日）に体験利用ができます。  
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⑧災害用伝言板(web171) 

   災害用伝言板（web171）は、インターネットを利用して被災地の方の安

否確認を行う伝言板です。被災地の方がインターネットを経由してメッセ

ージを登録すると、家族や友人がパソコンやスマートフォンから確認でき

る仕組みです。 

   なお、災害用伝言板（web171）についても、災害用伝言ダイヤル（171）

と同様に、毎月１日、15日、正月三が日（１月１日から１月３日）、防災週

間（８月 30日から９月５日）、防災とボランティア週間（１月 15日から１

月 21日）に体験利用ができます。 

 

 

 

⑨防災行政無線電話応答サービス 

   平成 25年５月１日から、防災行政無線の放送内容を電話で確認すること

ができる「防災行政無線電話応答サービス」を運用しています。 

  ※風雨時など放送内容が聞きづらい場合などにも確認することができます。 

 

 

 

 

 

 

  

専用ダイヤル番号　　21-9901

防災行政無線電話応答サービス

防災行政無線の直近の放送内容を確認することができます。
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第２章 災害の基礎知識 

 

 

１ 地震 

（１）地震発生のしくみ 

 地球の表層は、複数のプレート（厚さ数 10～200km 程度の固い岩石の層）に

覆われ、その層はいくつかのブロックに分割されています。これらのプレート

は、１年に数 cm のスピードでそれぞれ違う方向に動いているため、海と陸のプ

レートの境界や内陸にひずみがたまり、地震が発生します。 

日本列島は、海洋プレートと大陸プレートの境界に位置しているため、プレ

ートの沈み込みにより発生するプレート境界型の巨大地震、プレートの運動に

起因する内陸域の地殻内地震などが発生しています。 

地震を防災上の観点から見ると、大きく分けて海溝型（プレート境界型）の

地震と、プレート内の浅いところにある活断層による直下型（内陸型）の地震

があります。 

 

（２）海溝型（プレート境界型）地震 

 海洋プレートが海溝で沈み込むときに、大陸プレートの端が巻き込まれます。

やがて、巻き込まれた大陸プレートの端は反発してはね上がり、巨大な地震を

引き起こします。このはね上がりによって起こされる地震を「海溝型（プレー

ト境界型）地震」と呼びます。 

このような地震は、周期的（80 年から 200 年といわれている）に発生するこ

とが分かっています。平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災も、この海

溝型（プレート境界型）地震によるものです。 

 

○海溝型（プレート境界型） 

地震発生の仕組み 
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（３）直下型（内陸型）地震 

 震源地が内陸あるいは陸地に近い海底である地震を、「直下型（内陸型）地震」

と呼んでいます。 

代表的な直下型（内陸型）地震として、「活断層」により発生する地震が挙げ

られます。活断層とは、地質学的に最近の時代（200 万年前～現在）まで地震

を繰り返し発生させ、その後も引き続き活動して地震を引き起こす可能性の高

い断層のことです。 

直下型（内陸型）地震は、海溝型（プレート境界型）地震より規模は小さい

ですが、内陸部の地下で発生するため、局地的に激しい揺れを引き起こします。

平成７ 年１ 月 17 日に発生した兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）や平成

23年４月 11、12日に福島県浜通りを震源地として発生した地震は、この直下型

（内陸型）地震によるものです。 

 

（４）津波 

 海底下で大きな地震が発生すると、断層運動により海底が隆起もしくは沈降

します。これに伴い、海面が変動し大きな波となって四方八方に伝播するもの

が津波です。 

津波は、海が深いほど速く伝わる性質があり、沖合いではジェット機に匹敵

する速さで伝わります。逆に深水が浅くなるほど速度が遅くなるため、津波が

陸地に近づくにつれ、後から来る波が前の波に追いつき、波の高さが高くなっ

ていきます。 

また、津波の高さは海岸付近の地形によって大きく変化します。津波が海岸

に来るのを見てから避難を始めたのでは、津波に巻き込まれる可能性がありま

す。津波から命を守るためには、海岸付近で地震の揺れを感じたり、津波警報

が発表されたら、実際に津波が見えなくても、速やかにより遠く高い場所に避

難することが必要です。普段からハザードマップを確認し、海の近くにいると

きは注意しましょう。 

○津波の伝わる速さ 
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（５）マグニチュードと震度 

 「マグニチュード」は、地震の規模（エネルギー）を表したもので、地震そ

のものの大きさを表します。震源から出るエネルギーの大きさによって決まり、

大きな地震ほど数字が大きくなります。 

「震度」は、ある場所での地震による揺れの大きさを震度 0 から震度 7 まで

の 10 段階で表します。震度は、震源からその地点までの距離や地盤条件によっ

て変わります。 
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（６）緊急地震速報 

「緊急地震速報」とは、地震の発生直後に、各地での強い揺れの到達時刻や

震度を予想し、可能な限り素早く知らせる情報のことで、気象庁が発表します。 

緊急地震速報を発表してから強い揺れが到達するまでの時間は、数秒から数

十秒程度と短く、震源に近いところでは速報が間に合いません。また、ごく短

時間のデータだけを使った速報なので、予測された震度に誤差を伴うなどの限

界もあります。 

一般的にはテレビ、ラジオや携帯電話などを通じて情報が伝えられますが、

緊急地震速報を見聞きしたときには、まわりの人に声をかけながら「周囲の状

況に応じて、あわてずに、まず身の安全を確保する」ことが基本です。日頃か

ら、いざという時の行動を考えておきましょう。 

 

○緊急地震速報を見聞きした時の行動 

 

 

 

 

  



- 39 - 

 

２ 風水害 

（１）日本の風土と地理的条件 

 日本は、その位置、地形、地質、気象などの自然的条件から、台風、豪雨、

豪雪、洪水、土砂災害、地震、津波、火山噴火などによる災害が発生しやすい

国土となっています。 

春から夏への季節の変わり目には、梅雨前線が日本付近に停滞し、活動が活

発となって多量の降雨をもたらします。夏から秋にかけて、熱帯域から北上し

てくる台風は、日本付近の天気に大きな影響を及ぼしており、毎年数個の台風

が接近、上陸し、暴風雨をもたらしたり、前線の活動が活発となって大雨を降

らせたりします。冬には、シベリア大陸から吹き出す乾燥した強い寒気が日本

海上で水蒸気の補給を受け、日本海側の地域に世界でもまれに見る大量の降

雪・積雪をもたらし、しばしば豪雪による被害が発生しています。 

また、その急峻な地形ゆえに、河川は著しく急勾配であり、ひとたび大雨に

見舞われると急激に河川流量が増加し、洪水などによる災害が起こりやすくな

っており、特に，洪水時の河川水位より低い沖積平野を中心に人口が集中し、

高度な土地利用が行われるなどの国土条件の特徴と相まって，河川の氾濫等に

よる被害を受けやすい。 

さらに、急峻な山地や谷地、崖地が多い上に、地震や火山活動も活発である

等の国土条件に、台風や豪雨、豪雪に見舞われやすいという気象条件が加わり、

土石流、地すべり、がけ崩れ等の土砂災害が発生しやすい条件下にある。特に、

近年の林地や傾斜地又はその周辺における都市化の進展など土地利用の変化と

相まって、土砂災害による犠牲者は、自然災害による犠牲者の中で大きな割合

を占めています。 

 

（２）台風 

  ①台風とは 

   熱帯の海上で発生する低気圧のうち、北西太平洋又は南シナ海で存在し、

なおかつ、低気圧域内の最大風速（10 分間平均）がおよそ 17m/s 以上のも

のを「台風」といいます。 

   台風は 30 年間（1991～2020 年）の平均で年約 25個発生し、約 12個の 

台風が日本から 300km 以内に接近し、約３個が上陸しています。発生、接 

近、上陸ともに７月から 10月にかけて最も多くなります。 
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②台風に伴う雨の特性 

台風は積乱雲が集まったもので、広い範囲に長時間にわたって雨を降らせ

ます。また、日本付近に梅雨前線や秋雨前線などが停滞していると、台風か

ら流れ込む暖かく湿った空気が前線の活動を活発化させ、大雨となることが

あります。 

 

③台風の大きさと強さ 

台風は、中心付近の気圧が極端に低いため、周りから猛烈な勢いで大気が

吹き込みます。気圧を表わす単位はヘクトパスカル（hPa）で、周囲の気圧

との差が大きいほど、より強い風が流れ込みます。このため、一般的には中

心部の気圧の数値が小さいほど台風は強力といえます。 

気象庁は台風のおおよその勢力を示す目安として、風速（10 分間平均）

をもとに台風の「大きさ」と「強さ」を表現しています。「大きさ」は強風

域（風速 15m/s 以上の強い風が吹いているか、あるいは吹く可能性がある

範囲）の半径で、「強さ」は最大風速で区分しています。 

更に、風速 25m/s 以上の風が吹いているか、吹く可能性のある範囲を「暴

風域」と呼びます。 

台風に関する情報の中では、台風の大きさと強さを組み合わせて、「大型

で強い台風」のように表現します。 

 

 ○台風の大きさの階級分け 

 階級 風速 15m/s 以上の半径 

大型（大きい） 500㎞以上～800㎞未満 

超大型（非常に大きい） 800㎞以上 

 

 ○台風の強さの階級 

階級 最大風速 

強い 33m/s以上～44m/s未満 

非常に強い 44m/s以上～54m/s未満 

猛烈な 54m/s以上 
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○台風の進路予報表示の例 

  

 

（３）土砂災害 

①土砂災害とは 

土砂災害とは、大雨や地震などによって、山や崖が崩れたり、土砂や岩が

大量の水とともに一気に流れ出たりする災害のことをいいます。主な土砂災

害として、土石流、崖崩れ、地すべりなどがあります。 

土砂災害は、地中にたくさんの雨が貯まったところに強い雨が降ると発生

しやすくなるという特徴があります。  

日本では近年、「集中豪雨」や「局地的大雨」が増えていますが、これら

は発達した積乱雲（入道雲）によって引き起こされます。集中豪雨は、積乱

雲が同じ場所で次々と発生・発達を繰り返すことで起きるもので、狭い地域

に激しい雨が数時間にわたって降り続き、数百ミリの総雨量となります。一

方、局地的大雨は、一つの積乱雲が発達することで起きるもので、一時的に

雨が強まり、局地的に短時間で数十ミリ程度の総雨量となります。こうした

集中豪雨や局地的大雨が発生した時は土砂災害の危険性も高まるので、特に

注意が必要です。 
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②土砂災害警戒情報 

土砂災害警戒情報は、降雨による土砂災害の危険が高まったときに市町村

長が避難指示等を発令する際の判断を支援するため、都道府県と気象庁が共

同で発表している情報です。 

気象庁の発表する大雨警報（土砂災害）、土砂災害警戒情報が、自治体の

発令する避難指示等の判断基準の基本とされています。雨が降り出したら、

大雨注意報、大雨警報（土砂災害）及び土砂災害警戒情報の発表に注意し、

自治体から避難指示等が発令されたときには、速やかに必要な避難行動をと

ってください。また、警戒情報が発表されていない場合であっても、周囲の

状況や雨の降り方にも留意し、危険を感じたら躊躇することなく自主避難を

してください。 

土砂災害

の種類 
がけ崩れ 地すべり 土石流 

 

 

  

特徴 斜面の地表に近い部分

が、雨水の浸透や地震等

でゆるみ、突然、崩れ落

ちる現象。崩れ落ちるま

での時間がごく短いた

め、人家の近くでは逃げ

遅れも発生し、人命を奪

うことが多い。 

斜面の一部あるいは全部

が地下水の影響と重力に

よってゆっくりと斜面下

方に移動する現象。土塊の

移動量が大きいため甚大

な被害が発生。 

山腹や川底の石、土砂が長

雨や集中豪雨などによっ

て一気に下流へと押し流

される現象です。時速 20

～40km という速度で一瞬

のうちに人家や畑などを

壊滅させてしまいます。 

主な前兆

現象 

 がけにひび割れ

ができる 

 小石がパラパラ

と落ちてくる 

 がけから水が湧

き出る 

 湧き水が止 ま

る・濁る 

 地鳴りがする 

 地面がひび割れ・

陥没 

 がけや斜面から水

が噴き出す 

 井戸や沢の水が濁

る 

 地鳴り・山鳴りが

する 

 樹木が傾く 

 亀裂や段差が発生 

 山鳴りがする  

 急に川の水が濁

り、流木が混ざり

始める  

 腐った土の匂いが

する  

 降雨が続くのに川

の水位が下がる 

 立木が裂ける音や

石がぶつかり合う

音が聞こえる  
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（４）外水氾濫と内水氾濫 

 洪水の被害には、「外水氾濫」と「内水氾濫」の２種類あります。 

「外水氾濫」は、川の水が堤防から溢れる、あるいはそれによって川の堤防

が壊れた場合に起こる洪水です。大量の泥水が一気に流れて来るので、人的・

物的被害が大きくなります。 

一方、最近は局地的な短時間豪雨（ゲリラ豪雨）などの大雨により、「内水氾

濫」と呼ばれる被害が発生しています。市街地に降った雨は、側溝などから川

に流されますが、短時間に大量の雨が降ると処理能力を超えてしまいます。こ

れにより、地表に溢れる現象が発生します。これを「内水氾濫」と呼んでいま

す。中心市街地などでは、地表から地下に雨が浸透しにくいため、内水氾濫が

発生する可能性が高くなっています。内水氾濫は、外水氾濫よりも規模は小さ

いですが、地下施設などに水が流れ込むと、人命に関わる災害をもたらすこと

もあります。 

 

（５）注意報と警報 

 気象庁は、大雨や暴風などによって発生する災害の防止・軽減のため、気象

警報・注意報、気象情報などの防災気象情報を発表しています。これらの情報

は、防災関係機関の活動や住民の安全確保行動の判断を支援するため、災害に

結びつくような激しい現象が予想される数日前から発表し、その後の危険度の

高まりに応じて注意報、警報、特別警報を段階的に発表しています。 

 対象となる現象や災害の内容によって、以下のとおり６種類の特別警報、７

種類の警報、16 種類の注意報、４種類の早期注意情報（警報級の可能性）を発

表しています。 

 

特別警報 
大雨（土砂災害、浸水害）、暴風、暴風雪、大雪、波

浪、高潮 

警報 
大雨（土砂災害、浸水害）、洪水、暴風、暴風雪、大

雪、波浪、高潮 

注意報 
大雨、洪水、強風、風雪、大雪、波浪、高潮、雷、融

雪、濃霧、乾燥、なだれ、低温、霜、着氷、着雪 

早期注意情報 

（警報級の可能性） 
大雨、暴風（暴風雪）、大雪、波浪 

 

  



- 44 - 

 

 警報は、重大な災害が発生するような警報級の現象が概ね３～６時間先に予

想されるときに発表することとしています。また、警報級の現象が概ね６時間

以上先に予想されているときには、警報の発表に先立って、警報に切り替える

可能性が高い注意報を発表することとしています。例えば、翌日明け方に警報

級の現象が予想される場合には、夕方の時点で「明け方までに○○警報に切り

替える可能性が高い」のように発表しています。なお、こうした猶予時間（リ

ードタイム）は、気象警報・注意報が防災関係機関や住民に伝わり安全確保行

動がとられるまでにかかる時間を考慮して設けていますが、現象の予想が難し

い場合には、リードタイムを確保できない場合もあります。 

 特別警報・警報・注意報は、特別警報、警報、注意報級の現象が予想される

時間帯をそれぞれ紫、赤、黄色で表示するなど、危険度とその切迫度が一目で

分かる色分け表示を行い、雨量、風速、潮位などの予測値も時間ごとに明示し

ています。大雨警報等が発表されたときに、どこで危険度が高まるかの予想は

危険度分布（警戒判定メッシュ情報）で確認できます。 

 

（６）特別警報 

 気象庁は、平成 25 年８月 30日に「特別警報」の運用を開始しました。 

気象庁は、大雨、地震、津波、高潮などにより重大な災害の起こるおそれが

ある時に、警報を発表して警戒を呼びかけます。これに加え、警報の発表基準

をはるかに超える大雨や大津波等が予想され、重大な災害の起こるおそれが著

しく高まっている場合、「特別警報」を発表し最大級の警戒を呼びかけます。 

特別警報が対象とする現象は、18,000 人以上の死者・行方不明者を出した東

日本大震災における大津波や、我が国の観測史上最高の潮位を記録し、5,000人

以上の死者・行方不明者を出した「伊勢湾台風」の高潮、紀伊半島に甚大な被

害をもたらし、100 人近い死者・行方不明者を出した「平成 23 年台風第 12 号」

の大雨等が該当します。 

特別警報が発表された場合、お住まいの地域は数十年に一度の、これまでに

経験したことのないような、重大な危険が差し迫った異常な状況にあります。

ただちに地元市町村の避難情報に従うなど、適切な行動をとってください。 
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自主防災会規約 

自主防災会 
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 （名 称） 

第１条 この会は、     自主防災会（以下「本会」という。）と称する。 

 （活動拠点の所在地） 

第２条 本会の活動拠点は、    に置く。 

     （目 的） 

第３条 本会は、住民の隣保共同の精神に基づく自主的な防災活動を行うことに 

より、地震その他の災害（以下「地震等」という。）による被害の防止及 

び軽減を図ることを目的とする。 

 （事 業） 

第４条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1) 防災に関する知識の普及・啓発に関すること。 

(2) 地震等に対する災害予防に関すること。 

(3) 防災訓練の実施に関すること。 

(4) 地震等の発生時における情報の収集・伝達、出火防止、初期消火、避難、

救出・救護、給食・給水等応急対策に関すること。 

(5) 防災資機材等の備蓄に関すること。 

(6) その他、本会の目的を達成するために必要な事項。 

（会 員） 

第５条 本会は、    内の世帯をもって構成する。 

 （役 員） 

第６条 本会に次の役員を置く。 

 (1) 会長    １名 

 (2) 副会長    名 

 (3) 班長     名 

 (4) 監査役    名 

２ 役員は、会員の互選による。 

３ 役員の任期は、  年とする。ただし、再任することができる。 

 （役員の責務） 

第７条 会長は、本会を代表し、会務を統括し、地震等の発生時における応急活 

動の指揮命令を行う。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその職務を行う。 

３ 班長は、幹事会の構成員となり、会務の運営にあたるほか、班活動の指揮を 

おこなう。 

    ４ 監査役は、会の会計を監査する。 

 （会 議） 

第８条 本会に、総会及び幹事会を置く。 

 （総 会）  

第９条 総会は、全会員をもって構成する。 

２ 総会は、毎年１回開催する。ただし、特に必要がある場合は、臨時に開催す 

ることができる。 
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３ 総会は、会長が召集する。 

４ 総会は、次の事項を審議する。 

(1) 規約の改正に関すること。 

(2) 防災計画の作成及び改正に関すること。 

(3) 事業計画に関すること。 

(4) 予算及び決算に関すること。 

(5) その他、総会が特に必要と認めたこと。 

    ５ 総会は、その付議事項の一部を幹事会に委任することができる。 

     （幹事会） 

第10条 幹事会は、会長、副会長及び班長によって構成する。 

２ 幹事会は次の事項を審議し、実施する。 

(1) 総会に提出すべきこと。 

(2) 総会により委任されたこと。 

(3) その他幹事会が特に必要と認めたこと。 

     （防災計画） 

第11条 本会は、地震等による被害発生の防止及び軽減を図るため、防災計画を

作成する。 

２ 防災計画は、次の事項について定める。 

(1) 地震等の発生時における防災組織の編成及び任務分担に関すること。 

(2) 防災知識の普及に関すること。 

(3) 災害危険の把握に関すること。 

(4) 防災訓練の実施に関すること。 

(5) 地震等の発生時における情報の収集・伝達、出火防止・初期消火、救出・

救護、避難、給食・給水、避難行動要支援者対策、避難所の管理・運営

等に関すること。 

(6) その他必要な事項。 

     （会 費） 

第12条 本会の会費は、総会の議決を経て別に定める。 

 （経 費） 

第13条 本会の運営に関する経費は、会費その他収入をもってこれにあてる。 

 （会計年度） 

第14条 会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 （会計監査） 

第15条 会計監査は、毎年１回監査役が行う。ただし、必要がある場合は、臨時 

にこれを行うことが出来る。 

２ 監査役は、会計監査の結果を、総会に報告しなければならない。 

付 則 

 この規則は、令和  年  月  日から実施する。 
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自主防災会規約 

梅本町自主防災会 

記載例 
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 （名 称） 

第１条 この会は、梅本町自主防災会（以下「本会」という。）と称する。 

 （活動拠点の所在地） 

第２条 本会の活動拠点は、会長宅に置く。 

     （目 的） 

第３条 本会は、住民の隣保共同の精神に基づく自主的な防災活動を行うことに 

より、地震その他の災害（以下「地震等」という。）による被害の防止及

び軽減を図ることを目的とする。 

 （事 業） 

第４条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1) 防災に関する知識の普及・啓発に関すること。 

(2) 地震等に対する災害予防に資するための災害危険の把握に関すること。 

(3) 防災訓練の実施に関すること。 

(4) 地震等の発生時における情報の収集・伝達、出火防止、初期消火、避難、 

救出・救護、給食・給水等応急対策に関すること。 

(5) 防災資機材等の備蓄に関すること。 

(6) その他、本会の目的を達成するために必要な事項。 

（会 員） 

第５条 本会は、梅本町内の世帯をもって構成する。 

 （役 員） 

第６条 本会に次の役員を置く。 

 (1) 会長    １名 

 (2) 副会長  若干名 

 (3) 班長   若干名 

 (4) 監査役   ２名 

２ 役員は、会員の互選による。 

３ 役員の任期は、１年とする。ただし、再任することができる。 

 （役員の責務） 

第７条 会長は、本会を代表し、会務を統括し、地震等の発生時における応急活 

動の指揮命令を行う。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその職務を行う。 

３ 班長は、幹事会の構成員となり、会務の運営にあたるほか、班活動の指揮を 

行う。 

    ４ 監査役は、会の会計を監査する。 

 （会 議） 

第８条 本会に、総会及び幹事会を置く。 

 （総 会）  

第９条 総会は、全会員をもって構成する。 

２ 総会は、毎年１回開催する。ただし、特に必要がある場合は、臨時に開催す 

ることができる。 
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３ 総会は、会長が召集する。 

４ 総会は、次の事項を審議する。 

(1) 規約の改正に関すること。 

(2) 防災計画の作成及び改正に関すること。 

(3) 事業計画に関すること。 

(4) 予算及び決算に関すること。 

(5) その他、総会が特に必要と認めたこと。 

    ５ 総会は、その付議事項の一部を幹事会に委任することができる。 

     （幹事会） 

第10条 幹事会は、会長、副会長及び班長によって構成する。 

２ 幹事会は次の事項を審議し、実施する。 

(1) 総会に提出すべきこと。 

(2) 総会により委任されたこと。 

(3) その他幹事会が特に必要と認めたこと。 

     （防災計画） 

第11条 本会は、地震等による被害発生の防止及び軽減を図るため、防災計画を

作成する。 

２ 防災計画は、次の事項について定める。 

(1) 地震等の発生時における防災組織の編成及び任務分担に関すること。 

(2) 防災知識の普及に関すること。 

(3) 災害危険の把握に関すること。 

(4) 防災訓練の実施に関すること。 

(5) 地震等の発生時における情報の収集・伝達、出火防止・初期消火、救出・ 

救護、避難、給食・給水、避難行動要支援者対策、避難所の管理・運営等に

関すること。 

(6) その他必要な事項。 

     （会 費） 

第12条 本会の会費は、総会の議決を経て別に定める。 

 （経 費） 

第13条 本会の運営に関する経費は、会費その他収入をもってこれにあてる。 

 （会計年度） 

第14条 会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。 

 （会計監査） 

第15条 会計監査は、毎年１回監査役が行う。ただし、必要がある場合は、臨時 

にこれを行うことが出来る。 

２ 監査役は、会計監査の結果を、総会に報告しなければならない。 

付 則 

 この規則は、令和○年４月１日から実施する。 
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令和  年度 

自主防災会防災計画 

自主防災会 
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１ 目的 

この計画は、     自主防災会の防災活動に必要な事項を定め、もって、 

地震その他災害による人的、物的被害の発生及び被害の拡大を防止することを目 

的とする。 

 

２ 計画事項 

この計画に定める事項は、次のとおりとする。 

 ⑴ 自主防災組織の編成及び任務分担に関すること。 

 ⑵ 防災知識の普及に関すること。 

 ⑶ 災害危険の把握に関すること。 

 ⑷ 防災訓練に関すること。 

 ⑸ 情報の収集伝達に関すること。 

 ⑹ 避難に関すること。 

 ⑺ 出火防止・初期消火に関すること。 

 ⑻ 救出・救護に関すること。 

 ⑼ 給食・給水に関すること。 

 ⑽ 避難行動要支援者対策に関すること。 

 ⑾ 他組織との連携に関すること。 

 ⑿ 防災資機材等の備蓄及び管理に関すること。 

 

３ 自主防災組織の編成及び任務分担 

災害発生時の応急活動を迅速かつ効果的に行うため、また、平常時の活動をよ 

り円滑に行うため防災組織の編成及び任務分担は、次のとおりとする。 

 

 

    【組織の編成例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

会 長 副会長 

給食給水班 

避難誘導班 

救出救護班 

消火班 

情報班 

監査役 

会 計 

班 長

 
班 長

 班 長

 
班 長

 
班 長
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【任務分担】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

会 長 

副会長 

情報班 

消火班 

避難誘導班 

給食給水班 

救出救護班 

災害時の活動 平常時の活動 

・組織の編成 

・各班の運営指導 

・活動方針の企画等 

・訓練計画の作成 

・給食物資等の調達と配分 

・炊出し 

・市の災害対策本部との連

絡・調整 

・各班の調整及び指導 

・出火防止、初期消火 

・近隣事業所との連携 

・消防機関との協力 

・被害状況の把握 

・災害情報の伝達 

・防災機関等との連絡 

・防災意識の普及、高揚 

・防災マップの作成 

・情報収集・伝達訓練 

・設備・器具の点検 

・消火訓練 

・初期消火の協力体制づく

り 

・救助資機材の点検 

・救出・救護訓練 

・避難行動要支援者への声

かけ、訓練 

・危険箇所の現状確認 

・給食資機材の確保 

・給水拠点等の把握 

・炊出し訓練 

・避難経路の安全確認 

・避難誘導 

・避難所における混乱防止 

・負傷者等の把握 

・応急救急救護活動 

・医療機関等への搬送 

・避難場所・経路等の周知 

・避難行動要支援者の把握 

・避難誘導訓練 
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４ 防災知識の普及・啓発 

地域住民の防災意識を高揚するため、次により防災知識の普及・啓発を行う。 

 ⑴ 普及・啓発事項 

  普及・啓発事項は次のとおりとする。 

① 防災組織及び防災計画に関すること。 

  ② 地震、風水害等についての知識（初動対応含む）に関すること。 

  ③ 家庭における住宅の耐震化、家具の転倒防止に関すること。 

 ④ 家庭における食糧等の備蓄に関すること。 

 ⑤ その他防災に関すること。 

 ⑵ 普及・啓発の方法 

  防災知識の普及・啓発方法は、次のとおりとする。 

  ① 広報誌、インターネット、パンフレット、ポスタ－等の配付 

  ② 座談会、講演会、DVD鑑賞会等の開催 

  ③ パネル等の展示 

⑶ 実施の時期 

火災予防運動機関、防災の日等、防災関係諸行事の行われる時期に行うほ 

か、他の催し物に付随する形式で随時実施する。 

     

５ 地域の災害危険の把握 

災害予防に資するため、次により地域固有の防災問題に関する把握を行う。 

⑴ 把握事項 

把握事項は、次のとおりとする。 

① 危険地域、区域等 

② 地域の防災施設、設備 

③ 地域の災害履歴、災害に関する伝承 

④ 大規模災害時の消防活動 

⑵ 把握の方法 

災害危険の把握方法は、次のとおりとする。 

① いわき市地域防災計画 

② 座談会、講演会、研修会等の開催 

③ 災害記録の編さん 

 

６ 防災訓練 

大地震等の災害の発生に備えて、情報の収集・伝達、消火、避難等が迅速か

つ的確に行えるようにするため、次により防災訓練を実施する。 

⑴ 訓練の種別 

訓練は、個別訓練・総合訓練、体験イベント型訓練及び図上訓練とする。 

⑵ 個別訓練の種類 

① 情報収集・伝達訓練 

② 消火訓練 
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③ 救出・救護訓練 

④ 避難訓練 

⑤ 給食・給水訓練 

⑥ 避難所の開設・運営訓練 

⑶ 総合訓練 

総合訓練は、２以上の個別訓練について総合的に行うものとする。 

⑷ 体験イベント型訓練 

防災を意識せずに、災害対応能力を高めるために行うものとする。 

⑸ 図上訓練 

実際の災害活動に備えるために行うものとする。 

⑹ 訓練実施計画 

訓練の実施に際しては、その目的、実施要領等を明らかにした訓練実施計画 

を作成する。 

⑺ 訓練の時期及び回数 

① 訓練は、原則として春季及び秋季の火災予防運動期間、防災の日に実施 

する。 

② 訓練は、総合訓練にあっては年  回以上、個別訓練等にあっては随時

実施する。 

 

７ 情報の収集・伝達 

被害状況等を正確かつ迅速に把握し、適切な応急措置をとるため、情報の収 

集・伝達を次により行う。 

⑴ 情報の収集・伝達 

情報班員は、地域内の災害情報、防災関係機関、報道機関等の提供する情報 

を収集するとともに、必要と認める情報を地域内住民、防災関係機関等に伝達

する。 

⑵ 情報の収集・伝達の方法 

情報の収集・伝達の方法は、電話、テレビ、ラジオ、携帯メール、携帯無線 

機、伝令等による。 

 

８ 出火防止及び初期消火 

⑴ 出火防止 

大地震等においては、火災の発生が被害を大きくする主な原因であるので、 

出火防止の徹底を図るため、毎月  日を「防災の日」とし、各家庭において

は、主として次の事項に重点をおいて点検整備する。 

① 火気使用設備器具の整備及びその周辺の整理整頓状況 

② 可燃性危険物品等の保管状況 

③ 消火器等消火資機材の整備状況 

④ その他建物等の危険箇所の状況 
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⑵ 初期消火対策 

地域内に火災が発生した場合、迅速に消火活動を行い、初期に消火すること 

ができるようにするため、次の消火資機材を配備する。 

① 可搬式（小型）動力ポンプの防火水槽付近への配備 

② 消火器、水バケツ、消火砂等の各家庭への配備 

 

９ 救出・救護 

⑴ 救出・救護活動 

建物の倒壊、落下物等により救出・救護を要する者が生じたときは、ただち 

に救出・救護活動を行う。この場合、現場付近の者は救出・救護活動に積極的 

に協力する。 

⑵ 医療機関への連絡 

救出・救護班員は、負傷者が医師の手当を要するものであると認めたときは、 

次の医療機関または防災関係機関の設置する応急救護所に搬送する。 

①          

②          

⑶ 防災関係機関の出動要請 

救出・救護班員は、防災関係機関による救出を必要とすると認めたときは、 

防災関係機関の出動を要請する。 

 

１０ 避難 

火災の延焼拡大等により、地域住民の人命に危険が生じ又は生じるおそれが 

あるときは、次により避難を行う。 

⑴ 避難誘導の指示 

市長の避難指示がでたとき又は、自主防災会会長が必要であると認めたとき 

は、自主防災会会長は、避難誘導班に対し避難誘導の指示を行う。 

⑵ 避難誘導 

避難誘導班員は、会長の避難誘導の指示に基づき、地域住民をいわき市地域 

防災計画に定められた避難場所に誘導する。 

⑶ 避難経路及び避難場所 

①      、ただし     が通行不能の場合は      

②      または       

⑷ 避難所の管理・運営 

災害時における避難所管理・運営については、市職員と協力して行う。 

 

１１ 給食・給水 

避難場所等における給食・給水は、次により行う。 

⑴ 給食の実施 

給食・給水班員は、市から配布された食糧、地域内の家庭又は米穀類販売業 

者等から提供を受けた食糧の配分、炊き出し等により給食活動を行う。 
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⑵ 給水の実施 

給食・給水班員は、市から提供された飲料水、水道、井戸等により確保した 

飲料水により給水活動を行う。 

 

１２ 避難行動要支援者対策 

⑴ 避難行動要支援者避難支援マップ等の作成 

災害時に避難状況を把握するため避難行動要支援者避難支援マップ等を作

成し、市、消防団、民生委員等と連絡を取り合って定期的に更新する。 

⑵ 避難行動要支援者の避難誘導、救出・救護方法等の検討 

避難行動要支援者に対する円滑な避難誘導や効果的な救出・救護活動等につ 

いてあらかじめ検討し訓練等に反映させる。 

 

１３ 他組織との連携 

防災訓練や災害時の応急活動については、他の自主防災組織や災害ボランテ 

ィア団体等と連携を図るものとする。 

 

１４ 防災資機材 

防災資機材等の整備及び管理に関しては、次により行う。 

⑴ 防災資機材及び保管場所等は別紙防災資機材一覧表のとおり 

 ⑵ 防災資機材の点検は、次により行う。 

  ア 定期点検        

  イ 随時点検 必要の都度実施 
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令和○年度 

自主防災会防災計画 

梅本町自主防災会 

記載例 
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１ 目的 

この計画は、梅本町自主防災会の防災活動に必要な事項を定め、もって、地 

震その他災害による人的、物的被害の発生及び被害の拡大を防止することを目 

的とする。 

 

２ 計画事項 

この計画に定める事項は、次のとおりとする。 

 ⑴ 自主防災組織の編成及び任務分担に関すること。 

 ⑵ 防災知識の普及に関すること。 

 ⑶ 災害危険の把握に関すること。 

 ⑷ 防災訓練に関すること。 

 ⑸ 情報の収集伝達に関すること。 

 ⑹ 避難及び避難所運営に関すること。 

 ⑺ 出火防止・初期消火に関すること。 

 ⑻ 救出・救護に関すること。 

 ⑼ 給食・給水に関すること。 

 ⑽ 避難行動要支援者対策に関すること。 

 ⑾ 他組織との連携に関すること。 

 ⑿ 防災資機材等の備蓄及び管理に関すること。 

 

３ 自主防災組織の編成及び任務分担 

災害発生時の応急活動を迅速かつ効果的に行うため、また、平常時の活動をよ 

り円滑に行うため防災組織の編成及び任務分担は、次のとおりとする。 

 

 

    【組織の編成例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会 長 副会長 

給食給水班 

避難誘導班 

救出救護班 

消火班 

情報班 

監査役 

会 計 

班 長

 
班 長

 班 長

 
班 長

 
班 長
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【任務分担】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会 長 

副会長 

情報班 

消火班 

避難誘導班 

給食給水班 

救出救護班 

災害時の活動 平常時の活動 

・組織の編成 

・各班の運営指導 

・活動方針の企画等 

・訓練計画の作成 

・給食物資等の調達と配分 

・炊出し 

・市の災害対策本部との連

絡・調整 

・各班の調整及び指導 

・出火防止、初期消火 

・近隣事業所との連携 

・消防機関との協力 

・被害状況の把握 

・災害情報の伝達 

・防災機関等との連絡 

・防災意識の普及、高揚 

・防災マップの作成 

・情報収集・伝達訓練 

・設備・器具の点検 

・消火訓練 

・初期消火の協力体制づく

り 

・救助資機材の点検 

・救出・救護訓練 

・避難行動要支援者への声

かけ、訓練 

・危険箇所の現状確認 

・給食資機材の確保 

・給水拠点等の把握 

・炊出し訓練 

・避難経路の安全確認 

・避難誘導 

・避難所における混乱防止 

・負傷者等の把握 

・応急救急救護活動 

・医療機関等への搬送 

・避難場所・経路等の周知 

・避難行動要支援者の把握 

・避難誘導訓練 
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４ 防災知識の普及・啓発 

地域住民の防災意識を高揚するため、次により防災知識の普及・啓発を行う。 

 ⑴ 普及・啓発事項 

  普及・啓発事項は次のとおりとする。 

① 防災組織及び防災計画に関すること。 

  ② 地震、風水害等についての知識（初動対応含む）に関すること。 

  ③ 家庭における住宅の耐震化、家具の転倒防止に関すること。 

 ④ 家庭における食糧等の備蓄に関すること。 

 ⑤ その他防災に関すること。 

 ⑵ 普及・啓発の方法 

  防災知識の普及・啓発方法は、次のとおりとする。 

  ① 広報誌、インターネット、パンフレット、ポスタ－等の配付 

  ② 座談会、講演会、DVD鑑賞会等の開催 

  ③ パネル等の展示 

⑶ 実施の時期 

火災予防運動機関、防災の日等、防災関係諸行事の行われる時期に行うほ 

か、他の催し物に付随する形式で随時実施する。 

     

５ 地域の災害危険の把握 

災害予防に資するため、次により地域固有の防災問題に関する把握を行う。 

⑴ 把握事項 

把握事項は、次のとおりとする。 

① 危険地域、区域等 

② 地域の防災施設、設備 

③ 地域の災害履歴、災害に関する伝承 

④ 大規模災害時の消防活動 

⑵ 把握の方法 

災害危険の把握方法は、次のとおりとする。 

① いわき市地域防災計画 

② 座談会、講演会、研修会等の開催 

③ 災害記録の編さん 

 

６ 防災訓練 

大地震等の災害の発生に備えて、情報の収集・伝達、消火、避難等が迅速か

つ的確に行えるようにするため、次により防災訓練を実施する。 

⑴ 訓練の種別 

訓練は、個別訓練・総合訓練、体験イベント型訓練及び図上訓練とする。 

⑵ 個別訓練の種類 

① 情報収集・伝達訓練 

② 消火訓練 
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③ 救出・救護訓練 

④ 避難訓練 

⑤ 給食・給水訓練 

⑥ 避難所運営訓練（避難所体験訓練） 

⑶ 総合訓練 

総合訓練は、２以上の個別訓練について総合的に行うものとする。 

⑷ 体験イベント型訓練 

防災を意識せずに、災害対応能力を高めるために行うものとする。 

⑸ 図上訓練 

実際の災害活動に備えるために行うものとする。 

⑹ 訓練実施計画 

訓練の実施に際しては、その目的、実施要領等を明らかにした訓練実施計画 

を作成する。 

⑺ 訓練の時期及び回数 

① 訓練は、原則として春季及び秋季の火災予防運動期間中、防災の日に実

      施する。 

② 訓練は、総合訓練にあっては年１回以上、個別訓練等にあっては随時実 

施する。 

 

７ 情報の収集・伝達 

被害状況等を正確かつ迅速に把握し、適切な応急措置をとるため、情報の収 

集・伝達を次により行う。 

⑴ 情報の収集・伝達 

情報班員は、地域内の災害情報、防災関係機関、報道機関等の提供する情報 

を収集するとともに、必要と認める情報を地域内住民、防災関係機関等に伝達

する。 

⑵ 情報の収集・伝達の方法 

情報の収集・伝達の方法は、電話、テレビ、ラジオ、インターネット、携帯

メール、携帯無線機、伝令等による。 

 

８ 出火防止及び初期消火 

⑴ 出火防止 

大地震等においては、火災の発生が被害を大きくする主な原因であるので、 

出火防止の徹底を図るため、毎月１日を「防災の日」とし、各家庭においては、 

主として次の事項に重点をおいて点検整備する。 

① 火気使用設備器具の整備及びその周辺の整理整頓状況 

② 可燃性危険物品等の保管状況 

③ 消火器等消火用資機材の整備状況 

④ その他建物等の危険箇所の状況 

⑵ 初期消火対策 
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地域内に火災が発生した場合、迅速に消火活動を行い、初期に消火すること 

ができるようにするため、次の消火用資機材を配備する。 

① 可搬式（小型）動力ポンプの防火水槽付近への配備 

② 消火器、水バケツ、消火砂等の各家庭への配備 

 

９ 救出・救護 

⑴ 救出・救護活動 

建物の倒壊、落下物等により救出・救護を要する者が生じたときは、ただち 

に救出・救護活動を行う。この場合、現場付近の者は救出・救護活動に積極的 

に協力する。 

⑵ 医療機関への連絡 

救出救護班員は、負傷者が医師の手当を要するものであると認めたときは、 

次の医療機関または防災関係機関の設置する応急救護所に搬送する。 

① 梅本町梅本病院 

② 梅本町梅本診療所 

⑶ 防災関係機関の出動要請 

救出救護班員は、防災関係機関による救出を必要とすると認めたときは、 

防災関係機関の出動を要請する。 

 

１０ 避難及び避難所運営 

火災の延焼拡大等により、地域住民の人命に危険が生じ又は生じるおそれが 

あるときは、次により避難を行う。 

⑴ 避難誘導の指示 

市長の避難指示が出たとき又は、自主防災会会長が必要であると認めたとき 

は、自主防災会会長は、避難誘導班に対し避難誘導の指示を行う。 

⑵ 避難誘導 

避難誘導班員は、会長の避難誘導の指示に基づき、地域住民をいわき市地域 

防災計画に定められた避難場所に誘導する。 

⑶ 避難経路及び避難場所 

① ○○通り、ただし○○通りが通行不能の場合は△△通り 

② ○○公園または○○学校 

⑷ 避難所の管理・運営 

災害時における避難所管理・運営については、市職員と協力して行う。 

 

１１ 給食・給水 

避難場所等における給食・給水は、次により行う。 

⑴ 給食の実施 

給食給水班員は、市から配布された食糧、地域内の家庭又は米穀類販売業者

等から提供を受けた食糧の配分、炊き出し等により給食活動を行う。 

⑵ 給水の実施 
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給食給水班員は、市から提供された飲料水、水道、井戸等により確保した 

飲料水により給水活動を行う。 

 

１２ 避難行動要支援者対策 

⑴ 避難行動要支援者の把握 

災害時に避難状況を把握するため、行政、社会福祉協議会、民生委員・児童

委員、訪問介護員、ボランティア、自治会等と連絡を取り合って避難行動要支

援者を把握する。 

⑵ 避難行動要支援者の避難誘導、救出・救護方法等の検討 

避難行動要支援者に対する円滑な避難誘導や効果的な救出・救護活動等につ 

いてあらかじめ検討し訓練等に反映させる。 

 

１３ 他組織との連携 

防災訓練や災害時の応急活動については、他の自主防災組織や災害ボランテ 

ィア団体等と連携を図るものとする。 

 

１４ 防災資機材 

防災資機材等の整備及び管理に関しては、次により行う。 

⑴ 防災資機材及び保管場所等は別紙防災資機材一覧表のとおり。 

 ⑵ 防災資機材の点検は、次により行う。 

  ア 定期点検 第１土曜日   

  イ 随時点検 必要の都度実施 
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     自主防災会編成表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

会長 

 

（電話  －    ） 

副会長 

 

（電話  －    ） 

給食給水班長 

 

（電話  －    ） 

避難誘導班長 

 

（電話  －    ） 

救出救護班長 

 

（電話  －    ） 

消火班長 

 

（電話  －    ） 

情報班長 

 

（電話  －    ） 

監査役 

 

（電話  －    ） 

 

 

（電話  －    ） 

 

会計 

 

（電話  －    ） 
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梅本町自主防災会編成表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

会長 

梅本 太郎 

（電話○○－○○○○） 

副会長 

平 一郎 

（電話○○－○○○○） 

給食給水班長 

四倉 花子 

（電話○○－○○○○） 

避難誘導班長 

内郷 五郎 

（電話○○－○○○○） 

救出救護班長 

常磐 四朗 

（電話○○－○○○○） 

消火班長 

勿来 三郎 

（電話○○－○○○○） 

情報班長 

小名浜 二郎 

（電話○○－○○○○） 

監査役 

小川 六郎 

（電話○○－○○○○） 

 

好間 七郎 

（電話○○－○○○○） 

 

会計 

遠野 一子 

（電話○○－○○○○） 
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令和 年度    自主防災会 実績報告書 

 

代表者（会長）名 

代表者（会長）住所 

 

年 月 自主防災会の活動内容 

 

4 
 

5 
 

6 
 

7 
 

8 
 

9 
 

10 
 

11 
 

12 
 

 

1 
 

2 
 

3 
 

 

  



- 70 - 

 

 

 
 

 

 

  



- 71 - 

 

令和 年度    自主防災会 年間活動計画書 

 

代表者（会長）名 

代表者（会長）住所 

 

年 月 自主防災会の活動計画 
市のスケジュール 

自主防災組織 市の主催行事等 

 

3 
   

4 
   

5 
   

6 
   

7 
   

8 
   

9 
   

10 
   

11 
   

12 
   

 

1 
   

2 
   

3 
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【防災資機材一覧表】 

 

自主防災組織名 

代表者氏名 

資機材保管場所 

（令和  年  月  日） 

 

市が自主防災組織結成時に配布している資機材 

品目 数量 備考 

電池メガホン   

ヘルメット   

ロープ   

のこぎり   

おの   

ジャッキ   

担架   

テント   

安全誘導灯   

自主防災組織で独自に保有している資機材 

品目 数量 備考 
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自 主 防 災 組 織 設 立 届 

 

令和  年  月  日 

 

いわき市長        様 

 

 

自主防災組織の名称 

 

会 長 等 の 住 所 

 

会 長 等 の 氏 名 

 

 

記 

 

１ 組織の活動地区及び世帯数（       地 区 ）      世 帯 

 

２ 組織の隊員数                        名 

 

３ 設立年月日       令和  年  月  日 

 

４ 決算期         自令和  年  月  日  至令和  年  月  日 

 

  



- 76 - 

 

 

自 主 防 災 組 織 変 更 届 

 

 

    令和  年  月  日   

        

いわき市長        様       

        

 

 

           自主防災組織の名称 

 

           会長等の住所 

 

              会長等の氏名 

        

 

 

記 

        

 

 １ 変更理由  代表者（会長）の変更     

 

 ２ 変更年月日  令和  年  月  日     

 ３ 新代表者（会長）の住所       

 

 

（℡          ） 

 

 ４ 新代表者（会長）の氏名       
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自 主 防 災 組 織 統 合 （ 廃 止 ） 届 

 

令和  年  月  日 

 

いわき市長       様 

 

自主防災組織の名称 

 

会 長 等 の 住 所 

 

会 長 等 の 氏 名 

 

記 

 次の理由により、本組織を（ 統 合 ・ 廃 止 ）したいので、お届けします。 

 

１ 統合または廃止の理由 

 

 

２ 統合する場合は、相手先の組織名 

 

３ 統合または廃止年月日      令和  年  月  日 

 

４ 資機材等の処分について 

 

 

※ 本組織を統合または廃止することについて構成員の同意を得たことを確認できる書類 

 （会議録等）の写しを添付してください。  
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○いわき市自主防災組織の結成促進及び育成指導に関する要綱 

昭和60年５月20日制定 

改正 

平成26年３月25日 

令和３年１月27日 

いわき市自主防災組織の結成促進及び育成指導に関する要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、災害時に備え、地域住民の防災意識の高揚を図り、もつて自主的な

防災活動が組織的に行えるように自主防災組織の結成促進と育成について必要な事項

を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「自主防災組織」とは、災害時に迅速かつ適切な防災活動を実

施することを目的とし、自治会、町内会等又は地域の活動団体で１行政区（行政嘱託員

が設置される単位をいう。）１組織を原則として、その地域の実情に応じ、おおむね次

の図のように組織されたもので、市長の認定を受けたものをいう。 

 

 

 

 

 

（自主防災組織の認定） 

第３条 防災組織の代表者は、この要綱の規定に基づく自主防災組織の認定を受けようと

する場合は、規約を添えて市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があつたときは、内容等を確認し、自主防災組織としての可否を

認定し、その旨を申請者に通知するものとする。 

（自主防災組織の結成促進） 

第４条 市長は、自主防災組織が結成されていない地域に対して、自治会、町内会等を通

して自主防災組織の結成の促進を指導するものとする。 

２ 前項の指導に当たつては、消防本部及び消防団と連携して行うものとする。 

（防災計画） 

第５条 自主防災組織の代表者は、次の各号に掲げる事項について防災計画を作成し、市

長に届け出なければならない。防災計画を変更した場合も、同様とする。 

(１) 防災組織の編成及び任務分担に関すること。 

(２) 防災知識の普及に関すること。 

(３) 防災訓練の実施に関すること。 
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(４) 情報の収集及び伝達に関すること。 

(５) 出火防止及び初期消火に関すること。 

(６) 救出・救護に関すること。 

(７) 避難誘導に関すること。 

(８) 給食・給水に関すること。 

(９) 防災資材等の備蓄及び管理に関すること。 

（研修） 

第６条 市長は、自主防災組織の指導者を育成するために毎年研修を実施するものとする。 

（講習会等） 

第７条 市長は、自主防災組織に対し、住民の防災意識の高揚のため、講習会等を積極的

に開催するよう指導するものとする。 

（防災訓練） 

第８条 市長は、毎年地区を定めて、自主防災組織の防災訓練を実施するものとする。 

２ 自主防災組織は、前項に定めるもののほか、毎年自主的に防災訓練を実施するように

努めなければならない。 

３ 自主防災組織の代表者は、前項の防災訓練を実施しようとするときは、あらかじめ市

長に届け出なければならない。 

（資材・食糧等の備蓄等） 

第９条 自主防災組織は、災害時に備え、自主防災組織の規模に応じ、別表第１に掲げる

資材、食糧等を常時備えておくように努めなければならない。 

２ 市長は、自主防災組織に対し、前項に規定する資材、食糧等の備蓄及び点検を指導す

るものとする。 

（補助） 

第10条 市長は、次に掲げる場合、予算の範囲内で必要な補助を行うものとする。 

(１) 自主防災組織がその結成時に資材の備蓄を行う場合 

(２) 市内で災害対策基本法第２条第１項に定める災害が発生し、前号に基づき市の補

助を受けて備蓄した資材が滅失した場合 

(３) その他市長が特に必要と認める場合 

２ 前項の補助の手続等に関しては、いわき市補助金等交付規則（昭和45年いわき市規則

第24号。以下この条において「規則」という。）の定めるところによる。 

３ 補助対象経費及び補助率は、別表第２に定めるとおりとする。 

４ 規則第４条第１項に規定する申請書の提出期限は、第３条第２項の規定による自主防

災組織の認定を受けた日から30日以内とする。ただし、市長がやむを得ないと認めた場

合又は本条第１項第２号の規定により申請を行う場合は、この限りでない。 

５ 規則第12条第２号に規定する書類は、自主防災組織の活動状況を証する書類とする。 
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（損害賠償及び見舞金等） 

第11条 市長は、第８条第１項又は第２項に規定する防災訓練に参加した者が、当該訓練

に起因する事故により傷害（傷害に起因する死亡を含み、疾病を含まない。）を受けた

場合には、法令の定めるところにより損害賠償をし、又は必要に応じ、見舞金等を支給

する。 

（損害補償） 

第12条 自主防災組織が行う防災活動に関して、死亡し、負傷し、又は疾病にかかつた者

に対する損害補償は、市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和54年福島県市町村総合

事務組合条例第13号）の定めるところによる。 

（庶務） 

第13条 自主防災組織に関する庶務は、危機管理部危機管理課において行う。 

附 則 

１ この要綱は、昭和60年６月１日から実施する。 

２ この要綱の実施の際、現に自主的な防災活動を行う団体として組織された次の表に掲

げる団体については、この要綱の規定に基づき認定された自主防災組織とみなす。 

附 則（平成11年12月10日） 

この要綱は、平成11年12月10日から実施する。 

附則別表 

地区名 名称 設立年月日 区域名 

平 

平第36区 

自主防災会 
昭和56年２月11日 平（字正月町、字禰宜町） 

自由ケ丘 

自主防災会 
昭和59年２月28日 自由ケ丘 

平第18区 

防災会 
昭和59年９月１日 

平（字五色町、字鎌田町、字下川原、

字上川原、字東町） 

小名浜 

林城コミュニティ 

自主防災会 
昭和56年２月１日 小名浜林城（字大門、字辻前、字柳町） 

玉川町 

自主防災団 
昭和58年７月１日 小名浜玉川町 

勿来 

小名田地区 

自主防災会 
昭和56年１月30日 

植田町（小名田、西荒田、堂ノ作、桜

台） 

四沢作田 

自治会防災会 
昭和59年11月10日 勿来町（四沢作田、四沢高島の一部） 

常磐 
北団地 

自主防災会 
昭和56年２月１日 常磐上湯長谷町（湯台堂の一部） 
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南団地 

自主防災会 
昭和56年４月１日 常磐上湯長谷町（湯台堂の一部） 

常磐松が台 

自主防災会 
昭和56年４月１日 常磐上湯長谷町（湯台堂の一部） 

上町 

自主防災会 
昭和56年５月１日 常磐湯本町（三凾の一部） 

桜ケ丘 

自主防災会 
昭和57年４月24日 

桜ケ丘（一丁目、二丁目、三丁目、四

丁目） 

内郷 

立野地区 

災害から町を守る会 
昭和56年２月１日 内郷高坂町（立野） 

竹之内地区 

自主防災会 
昭和59年４月１日 内郷宮町（竹之内） 

四倉 
四倉町第11.12.13区 

防災会 
昭和56年２月１日 

四倉町（字五丁目の一部、六丁目の一

部） 

久之浜 
久之浜町東町町内会 

自主防災会 
昭和56年２月１日 久之浜町久之浜（字東町、字立） 

附 則（昭和63年４月１日） 

この要綱は、昭和63年４月１日から実施する。 

附 則（平成８年10月14日） 

この要綱は、平成８年10月14日から実施する。 

附 則（平成19年４月１日） 

この要綱は、平成19年４月１日から実施する。 

附 則（平成26年３月25日） 

この要綱は、平成26年４月１日から実施する。 

附 則（令和３年１月27日） 

この要綱は、令和３年４月１日から実施する。 

別表第１（第９条関係） 

活動内容 資材・食糧等 

情報連絡用 電池メガホン、トランシーバー、トランジスターラジオ 

初期消火用 消火器（箱付）、水バケツ、砂袋、街頭消火器、防火衣、ヘルメット、とび口 

水防用 
救命ボート、救命胴衣、防雨シート、ツルハシ、スコップ、ロープ、かけや、くい、

土のう 

救出活動用 
バール、はしご、のこぎり、スコップ、なた、おの、ジャッキ、ペンチ、ハンマー、

ロープ 

救護用 担架、救急セット、テント、毛布、シート 
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避難用 強力ライト、標旗、ロープ、メガホン、警笛、安全誘導灯 

給食・給水用 
釜、鍋、こんろ、給水タンク、ろ水機、ガスボンベ、炊き出し用袋、米、乾パン、缶

詰類 

その他 資材格納庫、リヤカー、ビニールシート 

別表第２（第10条関係） 

補助対象経費 補助率 

自主防災組織の加入世帯数に応じ、次の表の資材の購入に要する経費  

 

資材 ヘルメ

ット 

電池メ

ガホン 
タンカ テント ロープ 

のこぎ

り 
おの 

ジャッ

キ 

安全誘

導灯 

  

世帯数  100分の100以

内で市長が定

める率 

 個 個 個 張 巻 丁 丁 台 本  

100未満 10 ２ １ １ 

１ ２ ２ １ １ 

 

100以上 

300未満 
30 ５ ２ １ 

 

300以上 

600未満 
60 10 ４ ２ 

  

600以上 90 15 ６ ３   
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